
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■北方領土の位置、面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知っていますか？日本の北方領土 

－北方領土は日本固有の領土です－ 

○ １９５１年、日本は、連合国４８カ国とサ
ンフランシスコ平和条約に署名しました
が、ソ連は同条約への署名を拒否しました。
このため、日本とソ連との間で個別の平和条
約を結ぶための交渉が始まりましたが、平和
条約に含まれるべき重要な問題である領土
問題が未解決のため、現在も、日本とロシア
との間では平和条約が締結されておらず、北
方四島はロシアによって不法に占拠されたま
まとなっています。  

 
○ 私たちは、日本固有の領土である北方四
島の帰属の問題を解決することにより平和条
約を締結し、日本にとって重要な隣国である
ロシアとの間に真の相互理解に基づく安定
的な関係を確立することを願っています。 

○ 日本とロシアとの間には、第二次世界大戦の終了後７９年が経過した今も未解決の領土問題─これ
を私たちは「北方領土問題」と呼んでいます─が存在しています。私たちが「北方領土」と呼んでいるの
は、北海道本島の北東に近接する四つの島々、歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島の「北方四島」
です。 

 
○ 北方四島は、日本国民が父祖伝来の地として受け継いできたもので、いまだかつて一度も外国の領
土となったことがない日本固有の領土です。１８５５年の日魯通好条約により、当時、択捉島とウルッ
プ島の間に自然に形成されていた国境線が法的に画定され、北方四島は日本の領土として平和裏に
確定されました。しかし、第二次世界大戦末期の１９４５年８月９日、ソ連は、当時まだ有効であった日
ソ中立条約を無視して対日参戦し、８月１４日に日本がポツダム宣言を受諾し降伏の意図を明確に表
明した後の８月２８日から９月５日までの間に、北方四島の全てを不法に占領してしまいました。当時、こ
れらの島々には約１万７千人の日本人が暮らしていましたが、１９４８年までに日本人島民全員がソ
連により強制的に退去させられました。 

 面積（k㎡） 北海道本島からの距離（km） 1945年当時の人口

（人） 歯舞群島（はぼまいぐんとう） 94．8    （貝殻島までの距離）３．７   ５，２８１    

色 丹 島（しこたんとう） ２５０.６    ７３．３    １，０３８    

国 後 島（くなしりとう） １，４８９．９    １６．０    ７，３６４    

択 捉 島（えとろふとう） ３，１６７．８    １４４．５   ３，６０８    

合   計 ５，００３．１    － １７，２９１    

※面積は「令和７年全国都道府県市区町村別面積調(1月1日時点)」による。 

※距離は、根室半島・納沙布岬（国後島は野付半島）からのもの。 

北方領土返還要求運動の 
シンボルの花「千島桜」 

納沙布岬上空から見た歯舞群島 

納沙布岬上空から見た歯舞群島 北方四島は、北海道本島の北東に隣接して位置しており、一番近い歯
舞群島の貝殻島は根室の納沙布岬から３.７㎞しか離れていません。 
四島を合わせた総面積は約5,003ｋ㎡で福岡県（4,98８ｋ㎡）や千葉

県（5,15６ｋ㎡）の面積に相当します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■国境をめぐる歴史 

 

（１）日本は、ロシアより早く北方四島（歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島）の存在を知り、多くの日本
人がこの地域に渡航するとともに、徐々にこれらの島々の統治を確立しました。１７９８年には幕府の
役人が択捉島に「大日本恵登呂府」と書いた標柱を建て、日本の領土であることを示しました。また、
ロシアの勢力が択捉島の北隣のウルップ島より南にまで及んだことは一度もありませんでした。 

 
（２）１８５５年に日本とロシアの間で平和的、友好的な形で調印された日魯通好条約（下田条約）は、

当時自然に成立していた択捉島とウルップ島の間の国境をそのまま確認するものでした。それ以降も、
北方四島が他国の領土となったことは一度もありません。また、同条約においては、樺太については国
境を設けず、両国民の混住の地とすることが定められました。 

 
（３）１８７５年、日本はロシアと樺太千島交換条約を結び、ロシアから千島列島を譲り受けるかわりに、

ロシアに対して樺太全島を放棄しました。同条約では、千島列島に属する１８の島名を列挙しています
が、北方四島はその中に含まれていません。これは、日本固有の領土である北方四島が、当時すでに
千島列島とは明確に区別されていたことを物語っています。 

 
（４）１９０５年、日露戦争を終結するために結ばれたポーツマス条約により、北緯５０度以南の南樺太

をロシアから譲り受けました。 
 
（５）第二次世界大戦末期の１９４５年８月９日、ソ連は、当時まだ有効であった日ソ中立条約を無視して

対日参戦しました。８月１４日に日本がポツダム宣言を受諾し降伏の意図を明確に表明した後も攻撃
を続け、８月２８日から９月５日までの間に北方四島の全てを占領してしまいました。 

 
（６）終戦当時、北方四島には約１万７千人の日本人が居住していましたが、ソ連軍の占領により、約半数

の方は自ら脱出し、その他の方も１９４８年までに全員が北方四島から強制退去させられました。四
島を追われた島民の８割は北海道本島に居住しました。 

 
（７）１９５１年のサンフランシスコ平和条約で、日本は千島列島と南樺太を放棄しましたが、そもそも

千島列島には北方四島は含まれません。また、ソ連は、この条約には署名しておらず、この条約上の権
利を主張することはできません。なお、サンフランシスコ平和条約の起草国であるアメリカは、北方四島
は常に固有の日本領土の一部をなしてきたものであり、かつ、正当に日本の主権下にあるものとして
認められなければならない旨の公式見解を明らかにして、日本の立場を支持しています。 

 
 

●1945年ソ連軍による北方領土の占領 
 

ソ連軍は、８月１８日より千島列島へ
の侵攻を開始し、同３１日までに千島列
島の南端であるウルップ島の占領を完
了しました。これとは別に樺太から進撃
したソ連軍は、同２８日に択捉島、９月１
日から４日の間に国後島、色丹島及び
歯舞群島をそれぞれ武装解除し、遅くと
も９月５日までに北方四島の全てを占領
してしまいました。 

戦前の北方領土の様子（国後島・賑やかな頃の古釜布市街と湾） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●日本とロシアの国境線の取り決め 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 

 
 

 

 

 

１８５５年 日魯通好条約 

１８７５年 樺太千島交換条約 

１９０５年 ポーツマス条約 

１９５１年 
サンフランシスコ平和条約 

■平和条約交渉の経緯 
 
（１）１９５６年１０月 日ソ共同宣言 

日本とソ連は両国間に正常な外交関係が回復された後、平
和条約の締結に関する交渉を続けることに同意するととも
に、ソ連は歯舞群島及び色丹島を平和条約が締結された後
に日本に引き渡すことに同意しました。 

 
（２）１９９３年１０月 東京宣言 

細川総理とエリツィン大統領が署名。（イ）北方四島の島名
を列挙して、領土問題はその帰属に関する問題であると位
置付け、（ロ）領土問題を歴史的・法的事実に立脚し、両国
の間で合意の上作成された諸文書及び法と正義の原則を
基礎として解決するとの明確な交渉指針を示しました。 

 
（３）２００１年３月 イルクーツク声明 

森総理とプーチン大統領が署名。「日ソ共同宣言」が平和
条約締結に関する交渉プロセスの出発点を設定した基本
的な法的文書であることを確認し、その上で、「東京宣言」
に基づき、四島の帰属に関する問題を解決することにより平
和条約を締結すべきことを再確認しました。 

 
（４）２００３年１月 日露行動計画 

小泉総理とプーチン大統領が採択。日ソ共同宣言、東京宣
言、イルクーツク声明及びその他の諸合意が、四島の帰属に
関する問題を解決することにより平和条約を締結し、両国関
係を完全に正常化することを目的とした交渉における基礎
であるとの認識に立脚し、交渉を加速することを確認しまし
た。 

 
（５）２０１３年４月 ロシアでの日露首脳会談 

安倍総理とプーチン大統領は、戦後６７年を経て日露間で
平和条約が存在しないことは異常であるとの認識で一致し
ました。 

 
（６）２０１６年１２月 長門、東京での日露首脳会談 

安倍総理とプーチン大統領は、北方四島における共同経済
活動に関する協議の開始、元島民の方々による墓参等のた
めの、手続を改善することで一致しました。 

 
（７）２０１８年１１月 シンガポールでの日露首脳会談 

安倍総理とプーチン大統領は、「１９５６年共同宣言を基礎と
して平和条約交渉を加速させる」ことで合意しました。 

 
（８）２０１９年６月 大阪での日露首脳会談 

安倍総理とプーチン大統領は、１９５６年共同宣言を基礎と
して平和条約交渉を加速させるとの決意の下、引き続き交
渉を進めていくことで一致しました。 

 
（９）２０２１年１０月 日露首脳電話会談 

岸田総理とプーチン大統領は、２０１８年のシンガポールで
の合意を含め、これまでの両国間の諸合意を踏まえて、しっ
かりと平和条約交渉に取り組んでいくことを確認しました。 

 
 ● ２０２２年２月、ロシアによるウクライナ侵略の開始 
 ● ２０２２年３月、ロシア政府は、「平和条約交渉を継続しな

い、自由訪問及び四島交流を中止する、北方四島における
共同経済活動に関する対話から離脱する」などの措置を一
方的に発表 

 ● ２０２２年９月、ロシア政府は、自由訪問及び四島交流に
係る合意の効力を停止するとの政府令を発表 

 
日本政府として、ロシア側に強く抗議するとともに、即時に
侵略を停止するよう強く求めてきています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■北方領土返還要求運動 
 

日本政府は、北方領土問題に対する国民の関心と理解を更に深
め、全国的な北方領土返還要求運動の一層の推進を図るため、２月
７日を「北方領土の日」と定めています。 
北海道では、この「北方領土の日」を中心とした１か月間を特別啓

発期間、８月を強調月間として、重点的な啓発活動を展開しています。 
また、１９６５年から始められた「北方領土返還要求署名」について

は、全国各地の関係団体などが積極的に署名活動に取り組んでお
り、２０２５年３月末時点での総署名数は9,４５５万人を超えています。 

■日本国民の北方領土訪問及び日本国民と北方四島在住ロシア人との交流  
 

日本国民がロシアの発給する査証（ビザ）を取得して北方四島に入域することは、ロシアの北方領土に対
する管轄権を前提とした行為、または、ロシアの管轄権に服した行為に当たり、日本の法的立場を害するお
それがあります。このため日本政府は、北方領土問題の解決までの間、このような北方領土への入域を行わ
ないよう要請しています。 
その特例として、日露双方の領土問題に関する法的立場を害さないという前提の下で、日露両国間で設

定された次の３つの枠組みにより、日本国民の北方領土訪問や日本国民と北方四島在住ロシア人との交
流が行われています。 
 
（１）北方墓参 
人道的見地から、北方領土の墓地等に埋葬、納骨されている物故者の親族を対象に行われている身分

証明書のみによる墓参事業で、１９６４年から北海道が北方四島の計５２カ所の墓地で実施しています。 

さっぽろ雪まつり会場での署名活動 

（２）四島交流  
北方領土問題が解決されるまでの間、相互理解の増進を図り、領土

問題の解決に寄与することを目的として行われている旅券・査証なしに
よる日本国民と北方四島在住ロシア人との相互訪問事業で、１９９２年
から事業実施団体が実施しています。 

（３）自由訪問 

人道的見地から、元島民及びその家族を対象に行われている最大
限簡素化された手続による北方四島への訪問事業で、１９９９年から
国の支援を受けて元島民団体が実施しています。 北方四島への訪問 

（国後島での青少年住民交流） 

●お問い合わせ  
北海道総務部北方領土対策本部  
〒060-8588札幌市中央区北３条西６丁目 TEL.011-204-5069  
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/hrt/index.htm 

 ※ 四島交流等事業は、新型コロナの影響やロシアによるウクライナ侵略を受けた日露関係の悪化により、2020 年か
らすべての事業が実施できていません。道では、２０２２年から２０２４年において、元島民の皆様の「せめて四島の近
くで慰霊をしたい」という切実な思いに応えるため、関係団体とともに「洋上慰霊」を実施したほか、国に対し事業の
早期再開を求めています。 
日本政府は「北方墓参を始めとする四島交流等事業の再開は、日露関係における最優先事項の一つである」として
います。 

択捉島・散布山 

 

 

道では、ロシアに不法占拠されている北方四島の一日も早い返還に向け、
北方領土問題を解決して平和条約を締結するという政府の方針を支え、後押
しとなるよう取り組んでいます。 


